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Ⅰ　はじめに

アメリカ経済は、１９７０年代に石油危機によるスタグフレーションに悩まされたが、１９８０年代にはレー

ガン政権下で試みられたサプライ・サイド経済学やマネタリズムに基づく「経済再建計画」によって、スタ

グフレーションから見事に脱却した。１９９０年代になると、景気拡大が１９９１年３月以降２００１年３月まで続

く中で物価が安定し、これまで好況下で常にインフレに悩まされてきた状況が一変することになった。この

ことから、アメリカ経済は景気循環の波が消滅して新たな経済時代に突入したのではないかという「ニュー

エコノミー論」が登場することになった。１）

アメリカ経済が「ニューエコノミー」に突入したという所説では、１９８０年代後半からの情報処理及び関

連設備投資（いわゆるＩＴ投資）の増大により労働生産性が上昇したことによるものだとする議論が多い。

しかしＩＴ投資の増大が見られたものの、実質ＧＤＰを労働投入量で割ることによって求められる労働生産

性は、１９９０年代前半において、１．５％程度の伸びに止まっていたことから、ＩＴ投資が供給サイドを活

性化し、史上空前の景気拡大に貢献しているとは言えなかったことから、Ｒ．Ｍ．ソローによって指摘され

たように、情報化が進んでも生産性の上昇は実現されないという「生産性パラドックス」２）が依然として

成立しているとみなされていた。

アメリカの大統嶺経済諮問委員会のニューエコノミーについての最初の公式見解は、１９９８年２月に出さ

れた年次報告の中で示されているが、アメリカ経済のパフォーマンスの改善に情報革命等の構造変化が果た

している役割を指摘している一方で、景気循環が消滅したという主張には懐疑的な目で捉える必要があると

批判し、ニューエコノミー論を部分的に容認する立場にとどまっていた。３）

しかしながら、１９９９年１０月に公表されたアメリカのＧＤＰ統計の改訂データによると、労働生産性の

伸びが１９９０年代後半以降において年平均２．５％に上昇していることが確認され、労働生産性の上昇が

９０年代後半に加速していることが確認された。こうした状況がいかなる要因に基づくものであるか、大統

領経済諮問委員会の年次報告の中でも分析され、コンピュータとソフトウェア関連の資本ストックの増大が、

労働生産性の上昇加速の大きな原因になっていることが示されている。４）日本でも２０００年１０月末から、

アメリカと同様にＧＤＰ統計が改訂されたことにより、ＩＴ投資の増大による労働生産性上昇への貢献が期

待される。

このようにＩＴ革命の進展による情報関連の資本ストックの増大が労働生産性の上昇にいかなる影響を

与えているかを実証的に明らかにする研究成果がすでに多く報告されている。５）しかしながらアメリカで

は２００１年９月１１日の同時多発テロ以来、景気が低迷を続け、２００２年にはＩＴ不況と言われるよう

な事態が進行しており、ＩＴバブル崩壌による珠価の下落によって、設備投資や個人消費の減退が心配され、

ニューエコノミー論が揺らいでいるように思われる。日本でも、１９８０年代のバブル崩壊による景気後退

が１９９０年代において続く中で、構造改革と並んでＩＴ革命の進展による情報イヒが景気回復の重要な手段

と考えられてきたが、アメリカの現状を考えると、ＩＴ革命の進展による情報化に過大の期待を抱くことは

禁物のように思われる。

そこで本稿では、ＩＴ革命の進展による情報化が労働生産性の上昇にいかなる貢献をしているかを数量的

に計測し、景気回復手段としてのＩＴ革命による情報化の役割についてアメリカと日本の事例について実証

的に検討することを目的としている。実証分析にあたっては、筆者がかつてアメリカの労働生産性上昇率の

決定要因を探るために開発した推計式を利用することによって、アメリカ及び日本の労働生産性の上昇加速

要因を探り、日米の情報化の役割を比較検討したい。さらに、アメリカにおけるＩＴ革命の進展が生産性上

２



昇と経済成長の好循環を実現しているメカニズムを検討することにより、バブル崩壊により長期低迷の続い

ている日本経済が資本ストックのＩＴ化を推進することにより、経済的パフォーマンスを改善することが出

来るかどうか、その可能性を併せて探ることを目的としている。

１）ニューエコノミー論の登場の背景については、拙稿「アメリカにおけるニューエコノミー論の検証」『経済論叢』（広
島大学）、１９９８年１１月を参照されたい。

２）　Ｃｆ．Ｓｏｌｏｗ，Ｒ．Ｍ．，“Ｗｅ，ｄ Ｂｅｔｔｅｒ Ｗａｔｃｈ Ｏｕｔ，”胸ｗ ｙｂＪせＴｌｍｅｓ ＢｏｏｋＲｅｖｌｅ坪；Ｊｕｌｙ１２，１９８７．

３）　Ｃｆ．ＣｏｕｎｃｉｌｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃＡｄｖｉｓｅｒｓ，“ＴｈｅＡｎｎｕａｌＲｅｐｏｒｔｏｆ ｔｈｅＣｏｕｎｃｉｌｏｆＥｃ６ｎｏｍｉｃＡｄｖｉｓｅｒｓ，”ＥｔｏＤＯｍｉｃＲｅｐｏ√ｔ

Ｏ［ｔｈｅ ＰＴｅＳｌｄｅＢｔ，Ｆｅｂｒｕａｒｙ１９９８，ｐＰ．５７－６２．

４）　Ｃｆ．ＣｏｕｎｃｉｌｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃＡｄｖｉｓｅｒｓ，“ＴｈｅＡｎｍａｌＲｅｐｏｒｔ ｏｆ ｔｈｅＣｏｕｎｃｉｌｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃＡｄｖｉｓｅｒｓ，”ＥｃｏＤ欄ｊｃＲｅｐｏｚ・ｔ

Ｏ［ｔｈｅ ＰＴｅＳｌｄｅＤｔ，Ｆｅｂｒｕａｒｙ２０００，ｐｐ．８０－８３，ａｎｄＪａＤＨａｒｙ２００１，ｐｐ．２６－３０．ＩＴ投資増大の労働生産性への影響

に関して、これまでのアメリカの実証分析結果について検証を行ったものとして、斉藤克仁「米国におけるＩＴの生
産性上昇効果」『ファイナンシャル・レビュー』（財務省財務総合政策研究所）、２００１年７月を参照されたい。

５）ＩＴ投資増大の労働生産性への影響に関して、これまでのアメリカの実証分析結果について検証を行ったものとして、

斉藤克仁「米国におけるＩＴの生産性上昇効果」『ファイナンシャル・レビュー』（財務省財務総合政策研究所）、２０
０１年７月を参照されたい。

３



Ⅱ　労働生産性の上昇要因分析のためのフレームワーク

１コブ＝ダグラス塾生産関数を前提にした場合

ＩＴ投資の増大が、労働生産性に与える影響を計測するために、資本ストックを情報処理機器やソフトウ

エアに関連した「情報関連資本ストック」と、その他のト般資本ストック」に分けて、まず次のようなコ

ブ＝ダグラス型の生産関数を前提にした場合を考える。６）

ｙ＝Ａ宵Ｊα∬２βエｒ （１）

ただし、ｙは実質生産高、Ａは技術水準を示す指標・和ま情報関連資本ストックの実質投入量、∬２は一

般資本ストックの実質投入量、キは労働投入量である。

ここで、ｙは∬ハ∬２、エに関して１次同次の関数であると仮定すると、労働生産性は次式で示される。

ｙ仏＝Ａ（打２／エ）α十β（だノ∬２）β

両辺の自然対数をとると、

１ｎ（竹上ノ＝Ｃ十（α†β）１ｎ収２／上ノ†β１ｎ収ノ∬２）

で示される労働生産性の決定式が導出される。

（２）

（３）

２　一般的な生産関数を前提にした場合

前節では通常の計測例にしたがってコブ＝ダグラス型の生産関数を前提にしていたが、本節ではより一般

的な生産関数で検討するため、筆者がかつて検討した要素拡大的な技術進歩を具体的に導入した次のような

生産関数を前提にして考える。７）

ｙ＝Ａ・Ｆ（ｅノ弟，ｅ糸，ｅ′上） （４）

ただし、ｙは実質生産高、Ａは技術進歩の程度を示す総生産要素生産性の指標、和ま情報関連資本ストッ

クの実質投入量、屯は一般資本ストックの実質投入量、いま労働投入量、ｅｆは情報関連資本ストックの効

率係数、ちは一般資本ストックの効率係数、ｅノは労働の効率係数である。

ここで、ｙは弟、屯、エに関して１次同次の関数であると仮定すると、実質生産高の成長率は次式で示

される。

作Ａ月＋町唯／御＋ち（鯛＋∫パ上州＋∫ノ（ｅノカＪ＋∫ｇ（ｅダ旬＋∫′（ｅノカＪ

ただし、朗＝∂〝∂弟・弟パ′

ち＝∂〝∂屯・ち／γ

朗＝∂ｊ／∂上・エノγ

４

（５）



であり、∫ｆ、∫㌢∫バまそれぞれ、生産の情報関連資本ストック弾力性、生産の一般資本ストック弾力性、

生産の労働弾力性である。さらに、‡乃ミ弟、屯、エに関して１次同次の関数であることから、

∫ノ＋ち＋∫Ｊ＝１

なる関係式がある。

したがって、労働生産性の上昇率は、（５）式から次のように求められる。

抄γ－ん〟＝Ａ現＋町略／御＋∫ｇ（鯛＋∫パ上〟）－（∫予∫ｇ＋∫ノ）ん４

＋∫ノ（ｅノカノ）＋∫ｇ（ｅｇカＪ＋∫ノ（町旬

＝ム〟＋∫′略雄一上〟）＋∫ｇ（身範－ん〟）＋∫′（ｅノカＪ＋ち（身旬＋∫パｅ′カＪ　　（６）

すなわち、労働生産性の上昇率は、技術進歩率、労働者一人あたりの情報関連資本ストック及び一般資本

ストックの変化率、情報連資本ストック及び一般資本ストックの効率係数の変化率、労働の効率係数の変

化率に依存していることがわかる。

ところで技術進歩率は、研究開発支出に依存していると考えられ、国内総生産に占める研究開発支出の

割合（α属例の変化率によって説明されると仮定し、次のよう技術進歩関数を想定する。

Ａ月＝∂β＋∂∫（撒紗＿∂＋β２（（泡抄＿ノ） （７）

すなわち、今期の技術進歩率は、２年前及び１年前のα髄によって説明されると仮定した。

資本の効率係数の変化率は、資本設備稼働率の変化率に依存すると仮定し、ｅノ及びちの変化率は次式

で示されるものと考える。

ｅノ々′＝∂β＋∂ノ（丑相

ｅ〆乍㌔＝Ｃ♂＋ｃノ（α‘劫

（８）

（９）

ただし、αＪ〝は情報関連資本ストックの設備稼働率の変化率、ααは一般資本ストックの設備稼働率の

変化率を示すものとする。

労働の効率係数は、労働力の構成割合の変化、及びストライキ数の増減によって変動すると仮定する。

総雇用量に占める若年労働者、有色人種労働者、情報・通信関連労働者の割合の変化率をそれぞれαｊ忽

Ⅲ肱　α∬とし、ストライキの発生件数の変化率をα酪で示すとき、労働の効率係数の変化率は次式で

与えられるものとする。

ｅンカ戸め＋¢（α凋＋め（α唖＋め（路用＋範（α脚 （１０）

（７）、（８）、（９）、（１０）式を、（６）式に代入し、労働者一人あたりの情報関連資本ストックの変化

率をα〃、労働者一人あたりの一般資本ストックの変化率をααで示すと、労働生産性上昇率（αα）

５



は、次式で示される。

Ｃ斤α＝〝ｊ」上／上

＝ββ＋打闇即－』＋∂２（ａ閻紗＿Ｊ　＋∫ノ（α〟）＋∫ｇ（αα）＋∫ノ（毎＝吊躇用）

＋∫ｇ（ｃ♂＋ｃノ（珊瑚）＋∫ノｉめ＋¢（α招＋¢（α唖＋め（甜畑＋範（甜脚）

＝α♂＋αノ（α彫＿∂＋αｇ（Ｃ戯紗＿Ｊ＋αβ（α〟）＋α〃（αα）＋αＪ（併用＋α６（甜甜

＋α７（α児）＋αｇ（鯛＋αβ（α畑＋αノ♂（α脚 （１１）

６）ＩＴ革命の進展の影響を計量的に計測する際に、このような推計式を採用することが定着している。Ｃ£箱崎彰彦
「米国における情報関連投資の要因・経済効果分析と日本の動向」『調査』（日本開発銀行）、１９９６年３月。賓藤克
仁「情報化関連投資を背景とした米国での生産性上昇」『日本銀行調査月報』、２０００年２月。

７）拙稿「アメリカにおける労働生産性の成長停滞要因に関する実証分析」『経済論叢』（広島大学）、１９８５年７月、
ｐｐ．５９－６１を参照されたい。

６



Ⅲ　アメリカにおける労働生産性上昇の加速要因

１使用データとその動向

Ⅱで導出された（３）式及び（１１）式の推計にあたって、われわれが使用したアメリカのデータは次の

とおりである。括弧内は、データの出所を示す。

ＣＲＯＬ：民間非農林水産業における雇用者一人時あたりの実質ＧＤＰの変化率（民間非農林水産業の実質Ｇ

ＤＰはＵ・ゝＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＣｏⅢｍｅｒＣｅ，ＢｕｒｅａｕｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃＡｎａｌｙｓｉｓ，ＧｒｏｓｓＤｗｅｓｔＩｃＰＩ・ＯｄＨＣｔｂＹ

ｌｂｄｕｓｔＴｙＤａｔａ Ｄｅｃｅｍｂｅｒ２００１、民間非農林水産業の雇用者の総労働時間数はＵ．Ｓ．Ｉ）ｅｐａｒｔｍｅｎｔ ｏｆ

Ｃｏｍｍｅｒｃｅ，ＢｕｒｅａｕｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃＡｎａｌｙｓｉｓ，ＢｂＨｒＳｎｂＴｋｅｄｂｙＦｕｌｌ－ＴｌｍｅａＤｄＰａ［ｔ－ＴＩｍｅ伽ｌｏｙｅｅｓｂｙ

ｌｂｄｕｓｔＴｙＧｒｏｗＪａｎｕａｒｙ２００２）

ＣＲＲＤ：企業の実質Ｒ＆Ｄの対実質ＧＤＰ比の変化率（企業の実質Ｒ＆ＤはＮａｔｉｏｎａｌＳｃｉｅｎｃｅＦｏｕｎｄａｔｉｏｎ，

伽∫ｅ打ｄ∂刀♂伽作ノ仰飢加ノガ血血∫〃γ」朗玖実質ＧＤＰは虎鎚血ｃ拗打Ｊβ′伽タ√ｅ∫ノ血刀′２ββカ

α〟：民間非農林水産業における雇用者一人時あたりの情報処理機器及びソフトウェア関連の実質資本ス

トックの変化率（民間部門における情報処理機器及びソフトウェア関連の実質資本ストックは、Ｕ．Ｓ．

ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＬａｂｏｒ，ＢｕｒｅａｕｏｆＬａｂｏｒ Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ，１９４８Ｔ９９ＣａｐＩｔａｌＳｅｌ・ＶＩｃｅｓｂＹＡｓｓｅｔ乃ｐｅｆｏＴ

脇ｊｏＴＳｅｃｔｏ√Ｓ、民間非農林水産業の雇用者の総労働時間数はＵ．Ｓ．ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＣｏｍｍｅｒｃｅ，Ｂｕｒｅａｕ

Ｏｆ ＥｃｏｎｏｍｉｃＡｍａｌｙｓｉｓ，Ｈｂｕ√Ｓ ＷｂＴｋｅｄｂｙ劫ノ１－ＴＩｍｅａＢｄＰｂＴｔ－ＴＩｍｅＥｗｌｏ揮ｅＳｂＹｌｂｄＬ［Ｓｔ∫ｙＧｒｏｗ

Ｊａｎｕａｒｙ２００２）

αα：民間非農林水産業における雇用者一人時あたりの情報処理機器及びソフトウェア関連以外の実質資

本ストックの変化率（民間部門における情報処理機器及びソフトウェア関連以外の実質資本ストック

は、Ｕ・ゝＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＬａｂｏｒ，ＢｕｒｅａｕｏｆＬａｂｏｒＳｔａｔｉｓｔｉｃｓ，１９４８－９９Ｃ３Ｐｌｔ３１ＳｅＴＶＩｃｅｓｂｙＡｓｓｅｔ

乃ｐｅｆｏＩ’ｈｂｊｏＴＳｅｃｔｏＴＳ、民間非農林水産業の雇用者の総労働時間数はＵ．Ｓ．ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＣｏｍｍｅｒｃｅ，

ＢｕｒｅａｕｏｆＥｃｏｎｏｍｉｃＡｎａｌｙｓｉｓ，助ＨＩ・Ｓ ＷｂＴｋｅｄｂｙ劫１１－ＴｊｍｅａＢｄＰａＴｔ－ＴｊｍｅＥｗｌｏｙｅｅｓｂｙｈ７ｄｕｓｔＴＹ

ＧＴＯ棚Ｊａｎｕａｒｙ２００２）

ＣＲＩＵ：コンピュータ・事務機器製造業の設備稼働率の変化率（Ａｕｄａｉｎ，Ｌ．＆Ｓｔｒａｗｓｅｒ，Ｃ．Ｊ．，ｅｄｓ．，ＢｕｓＩＢｅＳＳ

∫Ｊ∂Ｊノ∫Ｊノｃ∫０′拍ｅぬノ′ｅｄＪ′∂Ｊｅ∫２β♂の

ＣＨＧＵ：ハイテク産業を除く全産業の設備稼働率の変化率（Ｔｈｅ ＦｅｄｅｒａｌＲｅｓｅｒｖｅ Ｂｏａｒｄ，１ｂｄｕｓｔ√１ａｌ

ＰＩ’ＯｄＬＩＣｔＩｏＤ ａｎｄ ＣａｐａｃＩｔｙＵｔＩｌｌｚ３ｔＩｏＡ Ｄｅｃｅｍｂｅｒ２０００）

α躇：民間総雇用量に占める若年（１６－１９才）雇用者の割合の変化率（助〃血ｃ∬印β√Ｊβ′伽タｒｅ∫始点Ｊ

２♂♂ノ）

（掛野：民間総雇用量に占める有色人種雇用者の割合の変化率（虎〃血ｃガ印ＯｒＪβ′伽〃ｅ∫油刀′２ββノ）

ＣＲＩＥ：民間非農家総雇用量に占める情報・通信関連産業８）雇用者の割合（Ｊａｃｏｂｓ，Ｅ．Ｅ．，ｅｄ．，助ｎｄｂｏｏｋ

β′〃　∫　上∂如√ＪＪ∂′ノ∫Ｊノｃβ２♂βの

ＣＲＷＳ：労働者数が１，０００人以上の事業所におけるストライキ発生件数の変化率（Ｕ．Ｓ．ＤｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆＬａｂｏｒ，

Ｂｕｒｅａｕ ｏｆ Ｌａｂｏｒ Ｓｔａｔｉｓｔｉｃｓ，Ｗｂｌ＊Ｓｔｏｐｐａｇｔ？ＳｌｂｖｏＩｖＩＤｇｌ，０００Ｗｂ血√ＳＯ√Ｍｂ√ｅ，１９４７－２０００）

われわれは、原則として１９８７年から１９９９年までのデータを使用した。タイム・ラグの関係で、一部デ

ータについては、１９８７年以前の数値も利用している。これらのデータを用いて、アメリカにおけるＩＴ投

７



資の増大が労働生産性の上昇に与えている影響を、Ⅱ－１の（３）式及びⅡ－２の（１１）式の重回帰分析

により明らかにするが、本節ではまず使用されたデータの推移を検討する。

第１図は、民間非農林水産業における雇用者一人時あたりの実質ＧＤＰの変化率を図示したものである。

実質ＧＤＰの推計方法が１９９９年１０月に変更されたため、第１図には、新推計値に基づく労働生産性上昇

率の推移と、改訂前の推計値に基づく労働生産性上昇率の推移が描かれている。コンピュータのソフトウ

ェア投資が、従来は中間投入処理されていたが、設備投資として付加価値に計上されることになったこと

で、実質ＧＤＰが９０年代に上方修正されたことから、労働生産性上昇率も上方修正されていることを確

認することが出来る。特に９０年代後半以降、労働生産性上昇率の増加が顕著になっていることが注目さ

れる。

第１図　民間非農林水産業における
労働生産性上昇率の推移
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新推計値…・・改訂前推計値

第２図は、企業の実質Ｒ＆Ｄの実質ＧＤＰに対する比率の推移を図示したものである。９０年代後半から、

労働生産性上昇率の増大と同じように企業の研究開発支出の実質ＧＤＰに対する割合が増加傾向を示し

ていることを読みとることが出来る。

第２国　企業の研究開発支出の実質ＧＤＰに
対する割合の推移
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第３図は、民間部門の非農林水産業における資本一労働比率の変化率の推移を図示したものである。資

本ストックを情報処理機器及びソフトウェア関連の資本ストックと、それ以外の資本ストックに分けて資

本一労働比率の変化率を見ると、民間部門における非農林水産業の雇用者一人時あたりの情報処理機器及

びソフトウェア関連の実質資本ストックの変化率は、つねに後者より高くなっている。とりわけ、９０年代
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の後半において、情報関連資本ストックの資本一労働比率の上昇率が高くなっていることが注目される。

負３図　資本一労働比率の変化率の推移
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．　　情報関連資本ストック

・ｔ・‥・その他資本ストック

第４図は、民間部門における資本ストックのうち、情報処理機器及びソフトウェア関連の実質資本スト

ックとそれ以外の実質資本ストックとの比率の推移を図示したものである。資本ストックに占める情報関

連の資本ストックの比率が、９０年代の後半から急速に上昇しており、資本ストックの情報化が進展してい

ることがわかる。

第４国　情報関連資本ストックとそれ以外
の資本ストックの比率の推移
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第５図は、コンピュータ・事務機器製造業の設備稼働率の変化率と、ハイテク産業を除く全産業におけ

る設備稼働率の変化率の推移を図示したものである。コンピュータ・事務機器製造業の設備稼働率は、９０

年代に入ってから大きく増減を繰り返しているが、他産業に比べて上昇傾向が強いことが窺える。
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第５図　設備稼働率の変化率の推移
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第６図は、民間部門の総雇用量に占める若年（１６－１９才）雇用者及び有色人種雇用者の構成比変化率の

推移を図示したものである．。若年雇用者及び有色人種雇用者は未熟練労働者であることが多く、これらの

雇用者が増大する場合には、労働生産性にマイナスの影響を与えることが予想される。

第６図　若年雇用者・有色人種雇用者の
構成比変化率の推移
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第７図は、民間部門の非農家の総雇用量に占める情報・通信関連雇用者の構成比の推移を図示したもの

である。情報・通信関連の雇用者の構成比は、８０年代の後半から９０年代半ばまで減少しているが、９０

年代の後半から増加傾向を示していることがわかる。
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第７国　情報・通信関連雇用者の
構成比の推移
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第８図は、アメリカの非農業部門における１，０００人以上の従業員を抱える事業所の労使紛争から発生し

たストライキ件数の変化率の推移を図示したものである。ストライキ件数の増大は、労働効率を大きく阻

害する要因になると考えられるが、９０年代の後半から増減を繰り返しながら、長期的には下落傾向を示し

ている。

第８国　ストライキの発生件数の変化率
の推移
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２　推定結果

［Ａ］コブ＝ダグラス型の生産関数を前提にした場合

Ⅱ－１で導出した労働生産性決定式（３）を、１９８８年から１９９９年までの期間について、Ⅲ－１のデー

タを用いて推計すると、次のような結果が得られる。

１ｎ（竹上）＝２・７３６　十　０．３３９１ｎ（∬２／エ）†０．２４６１ｎ収ノ茸２）

（５．５６５）（２．９６３）　　　　　（２１．１７８）

Ｒ２＝０．９８４，Ｒ２＝０．９８１，Ｄ．Ｗ＝１．４６３

括弧内の数値は、ｔ値である。これらの説明変数の推計値はいずれも符号条件を満たしており、ｔ値も十

分な大きさであることから、資本ストックに占める情報関連の資本ストックの増大が労働生産性の上昇に

大きな影響力を持っていることを確認することが出来る。

１１



［Ｂ］一般的な生産関数を前提にした場合

第１表は、Ⅱ－２において検討したより一般的な生産関数から求められた労働生産性上昇率の決定式

（１１）を、１９８８年から１９９９年までの期間について、Ⅲ－１のデータを用いて推計した結果である。

第１表　アメリカにおける民間非農林水産業の労働生産性上昇率決定方程式

のパラメーター推定値
推 定

式 の

番 号

説　　　 明　　　 変　　　 数 決 定 係 数 、

ダー ビン・ワ

トソン比定 数 α 肌 云 （過紗＿′ Ｃβ〟 Ｃだα ＣβＪ〝 ＣだαＪ Ｃ椚甘 Ｃ尉好 仁方∬ Ｃだ硲

１
０．６６３ ・０．０６４ ０．１５９ ０．１８５ ０．８０５ ・０．００６ ０．６５１ ０．１６３ ・－０．１０６ ・０．０６６ ０．００２

Ｒ２＝軋９９９

（５．４６） （・７．６６） （９．７０） （１５．５０） （１８．１３） （－０．８１） （２３．８４） （５．１９） （・２．３０） （・１．８８） （１．７１） Ｒ２＝０．９９４

ＤＷ ＝２．３０８

２
０．３５１ ０．０８２ ０．１９８ ０．４９３ ０．５５８ ・０．０８９

Ｒ２＝０．９０１

（０．８９） （２．３２） （４．７２） （３．５８） （４．１０） （一０．５０） Ｒ２＝０．８１９

ＤＷ ＝２．５５７

３ ０．２０７

（０．８３）

０．０８３

（２．４９）＿

０．１９８

（５．０１）

０．５２４

（４．５２）

０．５９４

（５．４４）

Ｒ２＝０．８９７

Ｒ２＝０．８３９

ＤＷ ＝２．４１０

推定式［１］は、（１１）式の説明変数の全てを用いて推計したパラメーターの推計結果である。説明変数

の内、以混乱２とα路労働の効率係数として採用したα招こ　αＪ且　α紺のパラメーター推定値は、いず

れも符号条件を満たしていないので、これらの説明変数を除いて推計を行った結果が推定式［２］に示さ

れている。［２］では、パラメーター推計値の符号条件が全て満たされているが、Ｃ尉好のｔ値が小さいこ

とから、Ｃ掛野を除いて推計した結果が推定式［３］である。［３］では、定数項のｔ値が十分な大きさで

はないが、次節で労働生産性の上昇要因を探るために、説明変数として定数項を残しておくことにする。

したがって、最終的に労働生産性上昇率（αめは、一年前の国内総生産に占める研究開発支出の割合

の変化率（蝕肌ノ）、雇用者一人時あたりの情報関連資本ストックの変化率（α〟）、雇用者一人時あたり

の一般資本ストックの変化率（αα）、ハイテク産業を除く全産業の設備稼働率の変化率（甜鋤　という

四つの説明変数によって説明されることが明らかになった。

３　労働生産性の上昇要因について

本節では、前節の推計結果を用いて、アメリカにおけるＩＴ革命の進展が１９９０年代の労働生産性に

いかなる影響を与えているかを検証する。

まず、労働生産性決定式（３）の推計結果を利用して、ＩＴ革命の進展が労働生産性にいかなる影響を

与えているかを調べてみよう。アメリカでは、ＩＴ革命の進展により、１９９０年代の後半に労働生産性

の上昇していると言われているが、それを実証するために、第２表において、労働生産性の決定式（３）

の推計結果を用いて、労働生産性の説明変数の寄与率を、１９８７・９５年及び１９９５・９９年の各期間について計

算したものである。第２表の（Ａ）欄には、１９８７年から１９９９年までの年次データに適用された（３）式

の説明変数のパラメーター推定値が示されている。（Ｂ）、（Ｄ）欄には、各期間における説明変数の年平均

値が示されている。さらに、（Ｃ）、（Ｅ）欄には、各期間における説明変数のパラメーター推定値と年平均

値との積によって示される寄与率が計算されている。（Ｃ）及び（Ｅ）欄に示されている各説明変数の寄与
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率と定数項を加えることによって、労働生産性の各期間における推計値が計算されている。参考のために、

各期間における労働生産性の現実値が第２表の最下欄に示されている。

９０年代後半の労働生産性の上昇要因を探るためには、第２表の（Ｅ）欄と（Ｃ）欄との差を示す（Ｆ）欄

を見れば良い。（Ｆ）欄から、労働生産性が９０年代後半に上昇したのは、資本ストックの情報化により、

風／彪が増加したことによるものであることを確認することが出来る。

しかしながら労働生産性の上昇率に影響を与える要因は、Ⅱ－２で導出した労働生産性上昇率決定式

（１１）の推計結果から窺えるように、ＩＴ革命の進展による情報関連の資本ストックの増加以外にも多く

の要因が考えられるので、より一般的な生産関数を前提にして得られた労働生産性上昇率の決定式（１１）

の推計結果を使用して、同様の分析を試みよう。

第２表　労働生産性の決定要因の寄与率

説明変数

（Ａ）

パラメ⊥ター

１９８７－１９９５年 １９９５－１９９９年 （Ｆ）

＝（Ｅ－Ｃ）
（Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

推定値 年平均値 ＝（ＡＸＢ） 年平均値 ＝（ＡｘＤ）

１ｎ（身 上） ・０．３３９ ４．４７ １．５１５ ４．４４ １．５０５ －０．０１０

ｌｎ（町 埠 ０．２４６ －２．８０ －０．６８９ －２．４５ －０．６０３ ０．０８６

定数項 ■
－ － ２．７３６ － ２．７３６ ０

１ｎ（〝月
推計値 ３．５６ ３．６４ ０．０８

現実値 ３．５６ ３．６４ Ｐ・０８

第３表は、第１表において得られた推定式［３］を用いて労働生産性上昇率の説明変数の寄与率を

１９８８・９５年及び１９９５・９９年の各期間について計算したものである。第３表の（Ａ）欄には、１９８８年から

１９９９年までのデータに適用して得られた有意な説明変数のパラメーター推定値が示されている。（Ｂ）、（Ｄ）

欄には、各期間における説明変数の年平均変化率が示されている。さらに（Ｃ）、（Ｅ）欄には、各期間にお

ける説明変数のパラメーター推定値と年平均変化率との積によって示される寄与率が計算されている。

（Ｃ）及び（Ｅ）欄に示されている各説明変数の寄与率と定数項を加えることによって、労働生産性上昇率

の各期間における推計値が計算されている。参考のために、各期間における労働生産性上昇率の現実値が

第３表の最下欄に示されている。

９０年代後半の労働生産性上昇率の加速原因を探るためには、第３表の（Ｅ）欄と（Ｃ）欄との差を示す

（Ｆ）欄を見ればよい。（Ｆ）欄から、９０年代後半の労働生産性上昇率の加速は、やはりＩＴ革命の進展に

よる資本ストックの情報化がもたらした情報関連の資本一労働比率の変化率（α〟）の増加が一番の原因

であったことがわかる。９）二番目の原因は、国内総生産に占める研究開発支出の割合の変化率（脚」）

の増加であることがわかる。すなわち、技術進歩の進展が労働生産性の上昇を加速させていることを確認

することが出来る。
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第３表　労働生産性上昇率の決定要因の寄与率

説 明 変 数 （Ａ）

１９８８－１９９５年 １９９５－１９９９年

（Ｆ）（Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

パラメータ「
推定値 ．

年平均

変化率

（％）

＝（ＡＸＢ） 年平均

・変 化率
（％）

＝（ＡＸＤ） ＝（Ｅ－Ｃ）

侃 抄＿ノ ０．０８３ ０．４６ ０．０３８ ３．＿２２ ０．２６７ ０．２２９

α〟 ０．１９８ ４．１８ Ｐ・８２８ ・８．７７ ０．７３６ ０．９０８

仁方α ０．＿５２４ －０．２０ －０‾．１０５ －０．６７ －０．３５１ －０．２４６

仁丹αＪ ０．５９４ ０．２５ ０．１４９‘ －０．４３ －０．２５５ －０．４０４

定数項
ー － ０．２０７ － ０．２０７ ０

Ｃβα
推 計 値 １．１２ １．６０ ０．４９

現実値 １．０８ １．７０ ｄ．６２

さらに、この時期には、情報関連以外の一般的な資本ストックの資本一労働比率の変化率（甜の、

資本の効率係数変化率の代理変数として導入した一般的な資本ストックの設備稼働率の変化率（甜鋤は、

労働生産性の上昇率を減速させる影響を与えている。

８）製造業におけるコンピュータ・事務機器、電子関連機器、サービス業における通信業、企業向けコンピュータ・デー
タ処理サービス業を、情報・通信関連産業とした。

９）オライナーとシッケルは、成長会計アプローチにより、９０年代後半の労働生産性上昇率の加速は、情報関連資本
ストックの増大によるものであるという計測結果を得ている。Ｃ£０ｌｍｅｒ，Ｓ・Ｄ・ａｎｄＳｉｃｈｅもＤ．Ｅ．，“ＴｈｅＲｅｓｕｒｇｅｎｃｅ

Ｏｆ ＧｒｏｗｔｈｉｎｔｈｅＬａｔｅ１９９０ｓ‥ＩｓＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎＴｂｃｌｍ０ｌｏｇｙｔｈｅＳｔｏｒｙ？“Ｆｅｄｅｒａｌ ＲｅｓｅｒｖｅＢｏａｒｄｗｏｒｋｉｎｇｐａｐｅち

Ｍａｙ２０００．
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Ⅳ　日本における労働生産性上昇の説明要因

１使用データとその動向

Ⅱで導出した（３）式及び（１１）式の推計にあたって、われわれが使用した日本のデータは次のとお

りである。括弧内は、データの出所を示す。

ＣＲＯＬ：全産業における常用雇用者一人時あたりの実質ＧＤＰの変化率（実質ＧＤＰｌＯ）は内閣府経済社会

総合研究所編『国民経済計算年報（平成１４年度版）』、全産業の常用雇用者数は総務省統計局『労働

力調査年報』、常用労働者の労働時間数１１）は厚生労働省大臣官房統計情報部『労働統計年報』から算

出）

α即：会社・研究機関等における科学技術研究費の名目ＧＤＰ比の変化率（会社・研究機関等における科

学技術研究費は総務省統計局編『日本の統計』２００１年、名目ＧＤＰは内閣府経済社会総合研究所

編『国民経済計算年報（平成１３年度版）』から算出）

α〟：全産業における常用雇用者一人時あたりの民間ＩＴ資本ストックの変化率（民間ＩＴ資本ストック

は総務省編『情報通信白書（平成１３年度版）』、全産業における常用雇用者の総労働時間数は総務省

統計局『労働力調査年報』及び厚生労働省大臣官房統計情報部『労働統計年報』から算出）

αα：全産業における常用雇用者一人時あたりのＩＴ以外の民間資本ストックの変化率（ＩＴ以外の民間

資本ストックは総務省編『情報通信白書（平成１３年度版）』、全産業における常用雇用者の総労働時

間数は総務省統計局『労働力調査年報』及び厚生労働省大臣官房統計情報部『労働統計年報』から算

出）

ａ批Ⅴ：機械工業の設備稼働率の変化率（経済産業省経済産業政策局調査統計部編『鉱工業指数年報』）

Ｃ必打‥製造工業１２）の設備稼働率の変化率（経済産業省経済産業政策局調査統計部編『鉱工業指数年報』）

甜哲：全産業就業者数に占める女性就業者の割合の変化率（総務省統計局『労働力調査年報』）

α摺：全労働力人口に占める若年（１５－１９才）労働力人口の割合の変化率（総務省統計局『労働力調

査年報』

α∬：全産業の就業者数に占めるＩＴ関連産業労働者数の割合の変化率（全産業の就業者数は総務省統計

局『労働力調査年報』、ＩＴ関連産業労働者数は、製造業における事務用機械器具、有線通信機械器

具、無線通信機械器具、電子計算機・同付属装置、半導体素子、集積回路の分野の従業者数を、経済

産業省経済産業政策局調査統計部編『工業統計表（産業編）』の従業者４人以上の事業所データから

算出し、経済産業省経済産業政策局調査統計部『特定サービス産業実態調査』から得られる情報サー

ビス業の従業者数、及び厚生労働省大臣官房統計情報部『労働統計年報』の雇用動向調査から得られ

る通信業の常用労働者数との総計として算出）

α紺：全産業における労働争議件数の変化率（厚生労働省大臣官房統計情報部『労働統計年報』）

われわれは、原則として１９８９年から２０００年までのデータを使用した。タイム・ラグの関係で、

一部データについては、１９８９年以前の数値も利用している。これらのデータを用いて、日本における

ＩＴ資本ストックの増大が労働生産性の上昇に与えている影響を、アメリカにおける場合と同様に、Ⅱ－

１で導出した（３）式及びⅡ－２で導出した（１１）式の重回帰分析により明らかにするが、本節ではま

ず使用されたデータの推移を検討する。
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第９図は、全産業における常用雇用者一人時あたりの実質ＧＤＰの変化率を図示したものである。１９

８０年代のバブル崩壊の影響で、８０年代末から９０年代の前半まで労働生産性上昇率が大きく下落して

いるが、９０年代の後半には労働生産性上昇率が回復していることが窺える。実質ＧＤＰの推計方法が、

日本でも２０００年１０月に９３ＳＮＡベースに変更されたことにより、第９図には新推計値に基づく労

働生産性上昇率の推移と、改訂前の推計値（内閣府経済社会総合研究所のホームページ掲載のＳＮＡ統計

１３）を参照）に基づく労働生産性上昇率の推移が描かれている。外注ソフトウェア開発が企業の設備投資

に加算されるようになったことで、実質ＧＤＰが上方修正されたことから、１９９３年以降において１９

９６年を除くと、労働生産性上昇率も上方修正されていることを確認することが出来る。特に１９９８年

以降、労働生産性上昇率の増加が顕著になっていることが注目される。

第９図　全産業の労働生産性上昇率の推移
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新推計値・・・‥・旧推計値

第１０図は、会社・研究機関等における科学技術研究費の名目ＧＤＰに対する比率の推移を図示したも

のである。９０年代に入って、特に９０年代の後半から、労働生産性上昇率の増大と同じように会社・研

究機関等における科学研究費の名目ＧＤＰ比が増加傾向を示していることを読みとることが出来る。

第１０図　会社・研究機関等における科学技術
研究費の名目ＧＤＰ比の推移
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第１１図は、全産業における資本一労働比率の変化率の推移を図示したものである。資本ストックをＩ

Ｔ資本ストックと、ＩＴ以外の資本ストックに分けて資本一労働比率の変化率を見ると、全産業における

常用雇用者一人時あたりの民間ＩＴ資本ストックの変化率は、１９９４年以降顕著に増加していることが

注目される。このため、９０年代において民間ＩＴ資本ストックの資本一労働比率は、１９９３年まで民

間資本ストックの資本一労働比率を下回っていたが、１９９４年以降逆転していることがわかる。

第１１図　資本一労働比率の変化率の推移

一 一 一 ■ － － － 、　　　　　　　　　　　　　　　 ■－ － － －

■　 ■■ ー ー ー ■　　 ■ ← 一 一　　　　　 ヽ 、

－　 ■－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●

８９　９０　９１９２　９３　９４　９５　９６　９７　９８　９９，００年

－．民間ＩＴ資本ストック

……ＩＴ以外の民間資本ストック

第１２図は、民間部門における資本ストックのうち、ＩＴ資本ストックとＩＴ以外の資本ストックとの

比率の推移を図示したものである。民間資本ストックに占めるＩＴ資本ストックの割合が、９０年代の後

半から急速に上昇しており、資本ストックの情報化が日本でも進展していることがわかる。

第１２図　民間ＩＴ資本ストックとそれ以外の
民間資本ストックの比率の推移
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（資料）総務省編『情報通信白書』（平成１４年度版）

第１３図は、機械工業の設備稼働率の変化率と、製造工業における設備稼働率の変化率の推移を図示し

たものである。機械工業の設備稼働率は民間部門におけるＩＴ資本ストックの設備稼働率の代理変数とし

て、また製造工業の設備稼働率はＩＴ以外の民間部門における資本ストックの設備稼働率の代理変数とし
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て採用したものである。機械工業の設備稼働率は９０年代の後半になって、製造工業の設備稼働率より高

くなっていることが注目される。

第１３図　設備稼働率の変化率の推移
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機械工業‥・‥・製造工業

第１４図は、全労働力人口に占める若年（１５－１９才）労働力人口の構成比変化率、及び全産業就業

者に占める女性就業者の構成比変化率の推移を図示したものである。若年労働者及び女性就業者は未熟練

労働者であることが多く、これらの労働者が増大する場合には、労働生産性にマイナスの影響を与えるこ

とが予想される。

第１４図‘若年労働者・女性就業者の構成比の推移
（％）
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若年労働者‥・＝・女性就業者

第‡５図は、非農林業の雇用者数に占めるＩＴ関連産業労働者数の構成比の推移を図示したものである。

日本のＩＴ関連産業労働者の構成比は、９０年代の前半には高い割合を示していたが、９０年代の後半に

なってから低い割合に止まっていることは注目すべきである。１９８０年代のバブル崩壊に伴って、労働

市場においてＩＴ関連産業への労働シフトが十分進んでいないことを反映しているように思われる。
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第１５図ＩＴ関連産業労働者の構成比の推移
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第１６図は、日本の全産業における労働争議件数の変化率の推移を図示したものである。労働争議の

増大は、労働効率を大きく阻害する要因になると考えられるが、９０年代の前半では労働争議が減少傾向

を示していたが、９４年から９７年までは増加傾向にあることがわかる。
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第１６国　労働争議件数の変化率の推移
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２　推定結果

［Ａ］コブ＝ダグラス型の生産関数を前提にした場合

Ⅱ－１で導出した労働生産性決定式（３）を、１９由年から２０００年までの期間について、Ⅳ－１のデー

タを用いて推計すると、次のような結果が得られる。

１ｎ（｝ソエ）＝７・０７１＋　０．２１２１ｎ擢２／上）†０．１１２１ｎ収ノ∬２）

（２０．６６３）（７．２０３）　　　　　（５．０８３）

Ｒ２＝０．９８９，Ｒ２＝０．９８６，Ｄ．取＝１．４６０

括弧内の数値は、ｔ値である。これらの説明変数の推計値はいずれも符号条件を満たしており、ｔ値も十

分な大きさであることから、民間資本ストックに占めるＩＴ資本ストックの増大が、日本でも労働生産性

の上昇に少なからぬ影響を与えていることを確認することが出来る。

［Ｂ］一般的な生産関数を前提にした場合

第４表は、Ⅱ－２において検討したより一般的な生産関数から求められた労働生産性上昇率の決定式

（１１）を、１９８９年から２０００年までの期間について、Ⅳ－１のデータを用いて推計した結果である。
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第４表　日本における民間非農林水産業の労働生産性上昇率決定方程式

のパラメーター推定値

推定

式の

番号

説　　　 明　　　 変　　　 数 決定係 数、

ダＴ ビン ・

ワ トソン比定数 α肋 ＿ｇ 侃 肌 ノ Ｃβ〟 （貨α （勃貯 α抑 αび甘 α ｊ管 Ｃβノダ α硲

１ ０．９６３ －０．３１１ ・０．１７７ ０．２１５ －０．２９２ ０．８８３ ・１．６７８ １．２８４ ０．２７３ －１．０３５ ・０．１２３
Ｒ２＝０．９９９

（８．６２） （一２１．３３） （－１３．８９） （３０．９８） （－１０．２０） （３３．８４） （・３２．０９） （１１．０１） （２１．５３） （－３５．２０） （－２８．４３） Ｒ２＝０．９９８

ＤＷ＝２．３６６

２
・１．５７３ ０．１４８ ０．３３５ ０．３９０ ・０．４６４ ・０．２６２ ・０．０３６

Ｒ２＝０．８０９

（・１．５９） （２．４６） （１．２６） （１．３０） （・１．０６） （・１．６３） （・１．０３） Ｒ２＝０．５８１

ＤＷ＝２．８７３

・３
・１．４１８ ０．１１１ ０．４１７ ０．０９１ －０．１４２ ・０．０１６

Ｒ２＝０．７６７

（・１．４４） （２．２５） （１．６３） （０．９０） （・１．２４） （－０．５５） Ｒ２＝０．５７３

ＤＷ＝２．７１２

４
・１．３８０

（・１．３５）

‾０．０６５

（１．９２）

０．５８４

（２．５９）

０．１７５

（２．２５）

０．００８

（０．３２）

Ｒ２＝０．７０８

Ｒ２＝０．５４１

ＤＷ＝２．５６１

推定式［１］は、（１１）式の説明変数の全てを用いて推計したパラメーターの推計結果である。説明変

数のうち、仇肌ｇと脚＿ハ労働の効率係数として採用した凸肝Ｒ　α摺のパラメーター推定値は、いずれ

も符号条件を満たしていないので、これらの説明変数を除いて推計を行った結果が推定式［２］に示され

ている。推定式［１］において、Ｃ肱　α∬のパラメーター推定値も符号条件を満たしていないが、情報

化の影響を見るための説明変数として、推定式［２］ではＣ甜打とα」ぼを説明変数として残して推計を行

った。［２］では、Ｃ甜打とαＪ甘のパラメーター推計値がともに符号条件を満たしていないが、労働市場に

おける情報化の影響を見るための説明変数として推定式［３］では、αノｇを説明変数として残して推計を

行った。［３］では、やはりα∬のパラメーター推定値が符号条件を満たしていないことから、α∬を除

いて推計した結果が推定式［４］である。［４］では、説明変数のパラメーター推定値が全て符号条件を

満たしているものの、α硲のｔ値が十分な大きさではないが、次節で労働生産性の上昇要因を探るために、

説明変数として残しておくことにする。

したがって、最終的に労働生産性上昇率（αα）は、常用雇用者一人時あたりの民間ＩＴ資本ストック

の変化率（α〃）、常用雇用者一人時あたりのＩＴ以外の資本ストック変化率（甜の、機械工業の設備稼

働率の変化率（α糊、全産業における労働争議件数の変化率（Ｃ斤租　という四つの説明変数によって説

明されることが明らかになった。

３　労働生産性の上昇要因について

本節では、前節の推計結果を用いて、日本におけるＩＴ革命の進展が労働生産性にいかなる影響を与え

ているかを検証する。

第５表は、労働生産性の決定式（３）の推計結果を用いて、労働生産性の説明変数の寄与率を、１９８９・９６

年及び１９９６・２０００年の各期間について計算したものである。二つの期間に分けた理由は、アメリカと同様

に、日本でも９０年代前半から９０年代後半にかけて労働生産性が上昇している原因を検討するためであ

る。第５表の（Ａ）欄には、１９８９年から２０００年までの年次データに適用された（３）式の説明変数のパ

ラメーター推定値が示されている。（Ｂ）、（Ｄ）欄には、各期間における説明変数の年平均値が示されてい

る。さらに、（Ｃ）、（Ｅ）欄には、各期間における説明変数のパラメーター推定値と年平均値との積によっ

て示される寄与率が計算されている。（Ｃ）及び（Ｅ）欄に示されている各説明変数の寄与率と定数項を加

２０



えることによって、労働生産性の各期間における推計値が計算されている。参考のために、各期間におけ

る労働生産性の現実値が第５表の最下欄に示されている。

９０年代後半の労働生産性の上昇要因を探るためには、第５表の（Ｅ）欄と（Ｃ）欄との差を示す（Ｆ）

欄を見れば良い。（Ｆ）欄から、砂上の増大が労働生産性上昇の一番の原因であることが分かるが、資本

ストックの情報化により、風／彪が増加したことも労働生産性の上昇に寄与していることを確認すること

が出来る。

第５表　労働生産性の決定要因の寄与率

説明変数

（Ａ）

パラメーター

１９８７－１９９５年 １９９５－１９９９年 （Ｆ）

＝（Ｅ－Ｃ）
用） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

推定値 年平均値 ＝（ＡＸＢ） 年平均値 ＝（ＡｘＤ）

１＿ｎ（身 上） ０．２１２ ９．０７８ １．９２５ ９．３１１ １．９７４ ０．０４９

１ｎ呵／昭 ０．１１２ －３．６５０ －０．４０９ －３．２９９ －０．３６９ ０．０４０

定数項
－ － ７．０７１ － ７．０７１ ０

－１ｎ（〝上） 推計値 ８．５８７ ８．６７６ ０．０８９

現実値 ８．５９０ ８．６７８ ０．０８８

しかしながら労働生産性の上昇率に影響を与える要因は、Ⅱ－２で導出した労働生産性上昇率決定式

（１１）の推計結果から窺えるように、ＩＴ革命の進展による情報関連の資本ストックの増加以外にも多く

の要因が考えられるので、より一般的な生産関数を前提にして得られた労働生産性上昇率の決定式（１１）

の推計結果を使用して、同様の分析を試みよう。

第６表　労働生産性上昇率の決定要因の寄与率

説明 （Ａ）

１９８９－１９９１年 １９９ト１９９６年 １９９６－２０００年

（Ｈ） （Ⅰ）（別 （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ）

変数 パラメータ

ー推定値

年平均

変化率 ．

（％）

＝（ＡＸＢ） 年平均

変化率

（％）

＝（ＡＸＤ） 年平均

変化率

（％）

＝（ＡＸＤ） ＝（Ｅ－Ｃ） ＝（Ｇ－Ｅ）

（認〟 ０．０６５ ２０．２１ １．３１ ８．２５ ０．５４ １２．８８ ０・８竺 －０・７７ ０．３０

αα ０．５８４ ５．１８ ３．０３ ４．６９ ２．７４ ４．０９ ２．３９ －０．２９ －０．３５

以㍑Ⅴ ０．１７５ ０．３１ ０．０５ －１．９９ －０．３５ －０．．０■５ －０．０１ ■－０．４０ ０．３４

印紺 ０．０７５ －９．１１ －０．６８ －６．７５ －０．５１ －４．０５ －０．３０ ０．１７ ０．２１

定数項 － － －１．３８ －
－１．３由

ー －１．３８ ０ ０

αα
推計値 ２．３３ １．０４ １．５４ －１．２９ ０．５０

現実値 ２．７４ １．２４ ２．０９ －１．５０ ０．８５

第６表は、第４表において得られた推定式［３］を用いて労働生産性上昇率の説明変数の寄与率を

１９８９・１９９１年、１９９１・１９９６年及び１９９６・２０００年の各期間について計算したものである。３つの部分期間に

分けたのは、第９図から明らかなように日本では、１９８０年代のバブル崩壊により、８０年代末から９
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０年代はじめにかけて、労働生産性上昇率が大きく下落し、９０年代前半から９０年代後半にかけて労働

生産性上昇率が上昇傾向を示していることから、労働生産性上昇率の推移にかなり明確な変動が見られる

ことから、これらの推移を説明する要因を明らかにするためである。

第６表の（Ａ）梱には、１９８９年から２０００年までのデータに適用して得られた有意な説明変数のパラメ

ーター推定値が示されている。（Ｂ）、（Ｄ）、（Ｆ）欄には、各期間における説明変数の年平均変化率が示さ

れている。さらに（Ｃ）、（Ｅ）、（Ｇ）欄には、各期間における説明変数のパラメーター推定値と年平均変化

率との積によって示される寄与率が計算されている。（Ｃ）、（Ｅ），（Ｇ）楠に示されている各説明変数の寄

与率と定数項を加えることによって、労働生産性上昇率の各期間における推計値が計算されている。参考

のために、各期間における労働生産性上昇率の現実値が第６表の最下欄に示されている。

第９図から明らかな９０年代前半の労働生産性上昇率の減速要因を探るためには、第６表の（Ｅ）欄と

（Ｃ）欄との差を示す（Ｈ）欄を見ればよい。（Ｈ）欄から、９０年代前半の労働生産性上昇率の減速は、

常用労働者一人時あたりの民間ＩＴ資本ストック変化率（α〟）の減少が一番の原因であることがわかる。

二番目の原因は、機械工業における設備稼働率の変化率（侃醐の減速であり、三番目の原因は、常用労

働者一人時あたりのＩＴ以外の民間資本ストック変化率（α乱トが威少したことであることがわかる。

さらに、第９図から明らかな９０年代後半の労働生産性上昇率の加速原因を探るためには、第６表の（Ｇ）

欄と（Ｅ）欄との差を示す（Ⅰ）欄を見ればよい。（Ⅰ）欄から、／９０年代後半の労働生産性上昇率の加速

は、機械工業における設備稼働率の変化率（Ｃ別働　の加速が一番の原因であったことがわかる。二番目の

原因は、ＩＴ革命の進展による資本ストックの情報化がもたらした常用労働者一人時あたりの民間ＩＴ資

本ストック変化率（α〟）の増加であり、三番目の原因は、全産業における労働争議の変化率（α租が

減少したことによるものであることを確認することが出来る。

１０）　後述の資本ストックのデータが民間資本ストックのデータであることから、民間部門における全産業の実質ＧＤＰ

を使用した労働生産性を計算すべきであるが、『国民経済計算年報』の９３ＳＮＡベースによる産業別実質ＧＤＰは、
１９９０年以降の数値しか公表されていないため、実質ＧＤＰの総額を使用して全産業の労働生産性を計算した。

１１）　５人以上の事業所における常用労働者の一人平均月間実労働時間数は１９９０年以降の数値しか利用可能でないた
め、３０人以上の事業所における常用労働者の一人平均月間実労働時間数を使用して計算した。

１２）　一般資本ストックの効率係数の説明変数としては、機械工業を除く製造工業の設備稼働率が望ましいが、平成７年

基準の稼働率指数では１９９３年以降の数値しか利用可能でないため、１９９２年以前の数値が利用可能な製造工業
の稼働率指数を使用した。

１３）　内閣府経済社会総合研究所では、６８ＳＮＡベースの旧推計方法による実質ＧＤＰの数値を、１９５５年から２０
００年までホームページ上で参考系列として公開している。
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Ⅴ　日米の労働生産性上昇率に与えたＩＴ革命の影響について

１　日米の労働生産性上昇率の比較

Ⅲにおいてわれわれは、アメリカの労働生産性上昇率を民間非農林水産業における雇用者一人時あたり

の実質ＧＤＰの変化率として計算したが、Ⅳでは日本の労働生産性上昇率を全産業における常用雇用者一

人時あたりの実質ＧＤＰの変化率として計算した。日本における産業別実質ＧＤＰは、内閣府経済社会総

合研究所編『国民経済計算年報』により９３ＳＮＡベースの数値が得られるが、１９９０年以降の数値しか公

表されていないため、労働生産性をアメリカと同じような基準で計測すると、Ⅳで試みたような重回帰分

析では、データ不足になるため、全産業の労働生産性上昇率を利用した。しかしながら本節では、日米両

国の労働生産性上昇率に与えたＩＴ革命の影響を比較するため、出来るだけ同じ基準で計測されたデータ

に基づいて比較することにする。

まず、日米両国の労働生産性上昇率を比較してみよう。そのために、日本の労働生産性上昇率を、内閣

府経済社会総合研究所編『国民経済計算年報』（平成１４年版）に掲載されている産業別実質ＧＤＰ、雇

用者数の労働時間数のデータを使用して、民間部門の非農林水産業における雇用者一人時あたりの実質Ｇ

ＤＰの変化率を算出した。

第１７国　労働生産性上昇率の推移
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民間部門の非農林水産業における雇用者一人時あたりの労働生産性上昇率は、第１７図から、アメリカ

では１９９５年以降加速しており、日本では１９９４年以降加速していることを確認することが出来る。

同一期間における年平均の労働生産性上昇率を見ると、アメリカでは１９９１－１９９５年の１．１３％から、

１９９５－２０００年の１．７５％へ加速しているのに対して、日本では１９９１－１９９５年の１．７６％から、

１９９５－２０００年の１．６６％と減速している。しかしながら日本でも、期間の取り方を変えると、１９

９２－１９９４年の年平均１．３０％から、１９９４－２０００年の年平均１．６６％へと加速していることを

確認することが出来るが、加速の程度はアメリカに比べると弱いと言わざるを得ない。

２　日米におけるＩＴ革命の進展度の比較

（１）情報関連資本ストックの対ＧＤＰ比から見たＩＴ革命の進展度の比較
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日米におけるＩＴ革命の進展度を比較するために、両国における情報関連資本ストックの名目ＧＤＰに

対する比率の推移を見ると、第１８図のようになっている。Ⅲで使用した米国労働省労働統計局の情報関

連資本ストックと、Ⅳで使用した総務省編『情報通信白書』（平成１４年版）に掲載されている情報通信

資本ストックでは、推計方法が異なるため比較可能でないが、後者では日本における情報化投資の定義に

対応する財を米国産業分類から抽出して、米国の情報関連資本ストックを日本と同様な方法で推計した数

値が掲載されているので、それを用いて計算を行った。

第１８図　情報関連資本ストックの名目ＧＤＰ
に対する比率の推移

８８　８９　９０　９１９２　９３　９４　９５　９６　９７　９８　９９’００年

米国……日本

第１８図から、情報関連資本ストックの名目ＧＤＰに対する比率は、８０年代末から９０年代前半まで、

日本の方が高い成長を示していたことがわかる。特に１９９０年から１９９３年までは、日本における情

報関連資本ストックの名目ＧＤＰに対する比率が米国の比率を上回っていることが注目される。しかしな

がら、１９９４年以降米国における情報関連資本ストックの名目ＧＤＰに対する比率は、日本の比率を常

に上回り、高い成長率を示していることから、日米のＩＴ革命の進展度には大きな格差が発生していると

考えられる。

（２）情報関連産業労働者比率の変化率から見たＩＴ革命の進展度の比較

日米におけるＩＴ革命の進展度を比較するために、両国における情報関産業連労働者数の比率の推移を

見ると、第１９図のようになっている。第１９図において、米国の比率はⅢで見た情報・通信関連産業雇

用者の民間非農家総雇用者に占める割合であるが、これに近い数字で比較するため、日本の比率はⅣで見

たＩＴ関連産業労働者が非農林業雇用者数に占める割合を新たに求めて図示した。日米の比率の計算方法

が完全に一致しないため、直接比較するととは難しいが、情報関連産業における労働者の比率の変化を見

ることによって、両国におけるＩＴ革命の進展度の比較をすることは可能であろう。

第１９図から、ＩＴ革命の進展によって米国における情報関連産業労働者比率は、日本の情報関連産業

労働者比率を上回っている。８０年代末から１９９１年まで日本においても情報関連産業労働者比率が増

大傾向を示し、日米の格差は縮小する傾向を見せていたが、１９９１年以降日本の比率が低下傾向を示す
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一方で、米国の比率が１９９４年以降拡大傾向を示したことで、両国の格差は、１９９１年以降拡大して

いる。米国における１９９４年以降の情報関連産業労働者比率は、ＩＴ革命が確実に進展していることを

反映しているものと考えられる。

（％）
第１９図　情報関連産業労働者比率の推移

８８　８９　９０　９１９２　９３　９４　９５　９６　９７　９８　９９’００年

…　　　米国

（３）労働生産性の上昇要因から見たＩＴ革命の進展度の比較

［Ａ］コブ＝ダグラス型の生産関数を前提にした場合

日米における労働生産性の上昇要因を探るために、Ⅲ及びⅣで実証分析を試みたが、分析に必要なデー

タの制約から使用したデータを同じ基準で揃えることが出来なかった。本節では、日米両国の労働生産性

の決定要因を比較するため、日本のデータを米国のデータにあわせて推計が可能なコブ＝ダグラス型の生

産関数を仮定した場合の日本における労働生産性決定式を再推計することによって、日米の労働生産性の

上昇要因から見たＩＴ革命の進展度の比較を試みよう。

Ⅳでは、日本における労働生産性上昇率の決定要因分析において必要な産業別実質ＧＤＰのデータが１

９９０年以降の数値しか得られないことから、重回帰分析における説明変数の個数が多い場合には、デー

タ数が不足するため、１９８９年以降における全産業の労働生産性上昇率のデータを使用した。しかしな

がらⅡ－１で導出した（３）式で示される労働生産性の決定式の推計においては、説明変数が少ないこと

から１９９０年以降の産業別実質ＧＤＰのデータを使用して労働生産性の決定式の推計をすることが可

能になることから、米国の民間非農林水産業における雇用者一人時あたりの実質ＧＤＰで示される労働生

産性にあわせて、日本の労働生産性も民間部門における非農林水産業常用雇用者一人時あたりの実質ＧＤ

Ｐで労働生産性を計算した。推計にあたって使用したデータは次のとおりである。

Ｙ：民間非農林水産業における雇用者一人時あたりの実質ＧＤＰ（産業別実質ＧＤＰは、内閣府経済社

会総合研究所編『国民経済計算年報』（平成１３年版）、民間非農林水産業における雇用者の年間総

労働時間数は後述）

∬ヱ：民間ＩＴ資本ストック（総務省編『情報通信白書』（平成１３年版）

ｆら：ＩＴ以外の民間資本ストック（総務省編『情報通信白書』（平成１３年版）

エ：民間非農林水産業における雇用者の年間総労働時間数（内閣府経済社会総合研究所編『国民経済計
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算年報』（平成１３年版）に掲載されている産業別雇用者数及び労働時間数から算出）

Ⅱ一１で導出された（３）式で示される労働生産性決定式を、１９９０年から１９９９年までの期間に

ついて上記のデータを使用して推計すると、次のような推計式が得られる。

１ｎ（】〝エ）＝６．１９９†０．２７５１ｎ（∬２／エ）＋０．０６４１ｎ（だノ∬２）

（２０．４６３）（１０．３８１）　　　　　（３．１３４）

Ｒ２＝０．９９３，Ｒ２＝０．９８６，Ｄ．軋＝２．４５４

上記の推計結果と、Ⅲ－２二［Ａ］のアメリカにおける推計結果とを比較したのが、第７表である。

第７表　労働生産性の上昇要因の日米比較

説 明 変 数
パラメーター推定値 （ｔ値）

１９８７－１９９９年 ．（米国） １９９０－１９９９年 （日本）、

１ｎ（雛 ） ０．３３９ （１２．９６３） ０．２７５ （１０．３８１）

１ｎ（弟／働 ０．２４６ （２１．１７８） ０．０６４ （３．１３４）

定　 数　 項 ２．７３６ （５．５６５） ６．１９９ （２０．４６３）

決定係数

自由度調整済 み

決定係数

ダービン ・ワ トソ

ン比

Ｒ２＝０．９８４ Ｒ２＝０．９８６

Ｒ２＝０／９８１

Ｄ．Ｗ．＝１．４６３

Ｒ２＝０．９８２

Ｄ．Ｗ．＝２．４５４

日米の労働生産性決定式における説明変数のパラメーター推定値を比較すると、ＩＴ資本ストックとＩ

Ｔ以外の資本ストックとの比率のパラメーター推定値が日米で大きな違いがあることがわかる。日米双方

で、情報化が進展しＩＴ革命が進んでいるが、米国のパラメーター推定値が大きいと言うことは、米国の

方が情報化の進展度が早く、ＩＴ資本ストックとＩＴ以外の資本ストックとの比率の大きさによって、労

働生産性の動向が大きく左右される経済構造になっていることを示しているように思われる。このことは、

前節で見たように、ＩＴ革命の進展によって米国における情報関連産業労働者比率が、日本の同比率を常

に上回っており、格差は拡大する傾向にあることと重ね合わせて考えると、日本の情報化はまだ始まった

ばかりで、これから大きな変貌が期待されるのではないかと考えられる。

［Ｂ］一般的な生産関数を前提にした場合

本節では、Ⅲ－２－［Ｂ］及びⅣ－２－［Ｂ］で行った一般的な生産関数を前提にして得られた労働生

産性上昇率の推定式に基づいた労働生産性上昇率の加速要因分析の結果を踏まえて、日米両国におけるＩ

Ｔ革命の進展度の違いが労働生産性上昇率に与えている影響を検討しよう。

米国の労働生産性上昇率の加速要因は、すでにⅢで見たように、ＩＴ革命の進展による資本ストックの

情報化がもたらした情報関連の資本一労働比率の変化が一番の原因であり、二番目の原因は研究開発支出

が国内総生産に占める割合の変化率の増加である。したがって米国の場合には、ＩＴ革命の進展による情

報化が確実に労働生産性上昇率を増大させていることを物語っていると考えられる。
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これに対して、日本の労働生産性上昇率の加速要因は、Ⅳで検討したように、機械工業における設備稼

働率の変化率の増大が一番目の原因であるが、二番目の原因はＩＴ革命の進展による資本ストックの情報

化がもたらした常用労働者一人時あたりの民間ＩＴ資本ストックの変化率の増加であり、三番目の原因は

全産業における労働争議の変化率が減少したことである。

上述のような日米における労働生産性上昇率の加速要因の違いから、日本でも米国と同様に・ＩＴ革命の

進展により資本ストックの情報化が進んでいるが、日本の資本市場では情報関連の資本一労働比率が米国

の資本市場に見られる水順まで達しておらず、また日本の労働市場でも情報関連産業への労働力移動がま

だ進行中で、米国の労働市場ほど情報関連産業における労働者比率が高くないことから、今後、資本市場

及び労働市場における構造変化が情報化に対応できるような体制に移行できるかどうかが、日本の労働生

産性上昇率が今後飛躍できるかどうかの鍵を握っているように思われる。したがって日本経済がバブル崩

壊後の長期低迷を脱出するためには、資本ストックのＩＴ化を一層推進するとともに、労働市場における

情報関連産業への労働シフトが十分に行われるような構造改革が是非とも必要と考えられる。
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Ⅵ　おわりに

われわれは、アメリカ及び日本におけるＩＴ革命の進展が労働生産性にいかなる影響を与えているかを

実証的に明らかにするために、情報関連の資本ストック概念を明示的に導入したコブ＝ダグラス型の生産

関数と、より一般的な生産関数を用いて、アメリカ及び日本における労働生産性及び労働生産性上昇率の

決定式の推計を行うことにより、情報関連の資本ストックの増大が、アメリカ及び日本の労働生産性の上

昇に有意な影響を与えているという推計結果を得ることが出来た。

これらの推計結果を用いて、日米のＩＴ革命の進展に伴う資本ストックの情報化が日米の労働生産性の

上昇に与えている影響を比較し、次のような結論を得た。

まず、日米の民間部門における非農林水産業の雇用者一人時あたりの労働生産性上昇率を比較すると、

アメリカは１９９１－１９９５年の１．１３％から１９９５－２０００年の１．６６％へと加速しているが、日本は１９９２－１９９４

年の１．３０％から１９９４－２０００年の１．６６％へと加速していることを確認することが出来たが、日本の加速の

程度はアメリカに比べると弱いものであると考えられる。

次に、このような日米における労働生産性上昇率の違いがいかなる要因に基づくものであるのかを確認

するために、次のようないくつかの側面で検討した。

第一に情報関連資本ストックの対ＧＤＰ比の推移を日米で比較すると、９０年代前半には日本の労働生

産性上昇率がアメリカの労働生産性上昇率を上回っていたことに対応するように、８０年代未から９０年

代前半まで日本の方が高い成長を示している。しかしながら１９９４年以降は、アメリカの比率の方が急

成長をし、日本との格差が拡大傾向にある。このことは、まだ日本のＩＴ革命の進展による資本ストック

の情報化がアメリカに比べると遅れていることを示しているように思われる。

第二に日米の情報関連産業労働者比率を比較すると、すでに８０年代末以降、常にアメリカの比率が日

本の比率を大きく上回っている。日本でも８０年代未から１９９１年までは、情報関連産業の労働者比率

が増大していたが、１９９１年以降低下傾向を示している。これに対して、アメリカでは１９９４年以降

増加傾向を示しており、両国の格差は拡大する傾向を見せている。このように、労働市場における情報関

連産業労働者比率から見ると、日本ではまだ労働者が情報関連産業へシフトする余地が残されており、今

後労働生産性が上昇する可能性が残されていると言えよう。

第三に日米の労働生産性決定式におけるＩＴ資本ストックとＩＴ以外の資本ストックとの比率のパラ

メーター推定値を比較すると、アメリカの方が大きいことから、アメリカの方がＩＴ革命の進展による資

本ストックの情報化が早く、労働生産性がＩＴ資本ストックとＩＴ以外の資本ストックとの比率に依存す

る構造になっていると言えよう。日本の情報化はまだ始まったばかりで、これから情報化が大きく進展す

れば、労働生産性が飛躍的に上昇する可能性がまだ残されているように思われる。

第四に日米の労働生産性上昇率の決定要因を比較すると、アメリカでは、国内総生産に占める研究開発

支出の割合の変化率、雇用者一人時あたりの情報関連民間資本ストック及び情報関連以外の一般的な民間

資本ストックの増加率、及びハイテク産業以外の全産業における設備稼働率の変化率の有意性を確認する

ことが出来た。日本でも、常用雇用者一人時あたりの民間ＩＴ資本ストック及びＩＴ以外の民間資本スト

ックの各増加率、機械工業の設備稼働率の変化率、全産業の労働争議の変化率が有意性を持つことを確認

することが出来た。日米の労働生産性上昇率の決定要因として有意な説明変数を比較すると、日本の場合、

労働生産性上昇率を増大させるためには、資本ストックのＩＴ化を一層推進することが必要であることを

示唆しているように思われる。
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第五に日米の９０年代後半における労働生産性上昇率の加速要因を比較すると、アメリカでは、雇用者

一人時あたりの情報関連民間資本ストックの上昇率が増加したことが一番の原因であり、国内総生産に占

める研究開発支出の割合の増大が、二番目の原因であることを確認することが出来た。日本では、機械工

業における資本設備稼働率の変化率の増大が一番の原因であり、常用雇用者一人時あたりの民間ＩＴ資本

ストックの上昇率が増大したことが二番目の原因であり、全産業の労働争議の変化率が減少したことが三

番目の原因であることを確認することが出来た。したがってＩＴ革命の進展による資本ストックの情報化

が、日米とも労働生産性上昇率が加速する大きな原因になっていると考えられる。

最後に、日本の資本市場では情報関連の資本一労働比率が米国の資本市場に見られる水順まで達してお

らず、また日本の労働市場でも情報関連産業への労働力移動がまだ進行中で、米国の労働市場ほど情報関

連産業における労働者比率が高くないことから、今後、資本市場及び労働市場における構造変化が情報化

に対応できるような体制に移行できるかどうかが、日本における労働生産性上昇率の今後の飛躍につなが

る大きな鍵となっているように思われる。したがって日本経済がバブル崩壊後の長期低迷を脱出するため

には、資本ストックのＩＴ化を一層推進するとともに、労働市場における情報関連産業への労働シフトが

十分に行われるような構造改革が是非とも必要と考えられる。

ところで、本稿で検討した日米における労働生産性上昇率の決定式の推計結果を見ると、日米とも労働

の効率係数については有意な推計結果を得ることが出来なかった。特に、日本の場合には、労働市場にお

いて情報関連産業への労働シフトがアメリカに比べて遅れていることを鑑みると、今後労働市場が情報化

に対応できるような体制に移行している状況を適格に反映する労働の効率係数に関する有意な説明変数

を含むような推計結果を得ることが是非とも必要と考えられる。また、日本の場合、技術進歩関数につい

て国内総生産に占める研究開発支出の割合の変化率が有意な説明変数にならなかったが、米国と同様に、

研究開発支出の実質値を求めることにより、再確認してみる必要があるように思われる。これらの問題点

に関しては、今後の課題にしたい。

（２００３．１．１４）
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